
ＪＡバンク福井県信連

平成３０年 １１月２７日（火）
福井県農業会館９階 大ホール

大会議案『県下１ＪＡ合併基本構想』

新しいＪＡ、未来のＪＡ
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ＪＡ綱領－わたしたちＪＡのめざすもの－ 

 わたしたちＪＡの組合員・役職員は、協同組合運動の基本的な定義・価値・原則（自主、

自立、参加、民主的運営、公正、連帯等）に基づき行動します。そして、地球的視野に立っ

て環境変化を見通し、組織・事業・経営の革新をはかります。さらに、地域・全国・世界の

協同組合の仲間と連携し、より民主的で公正な社会の実現に努めます。 

 このため、わたしたちは次のことを通じ、農業と地域社会に根ざした組織としての社会的

役割を誠実に果たします。 

わたしたちは、 

１ 地域の農業を振興し、わが国の食と緑と水を守ろう。 

１ 環境・文化・福祉への貢献を通じて、安心して暮らせる豊かな地域社会を築こう。 

１ ＪＡへの積極的な参加と連帯によって、協同の成果を実現しよう。 

１ 自主・自立と民主的運営の基本に立ち、ＪＡを健全に経営し信頼を高めよう。 

１ 協同の理念を学び実践を通じて、共に生きがいを追求しよう。

協同組合原則 

1.

.

.

.

.

.

定義 

 協同組合とは、人々が自主的に結びついた自律の団体です。人々が共同で所有し民主的に

管理する事業体を通じ、経済的・社会的・文化的に共通して必要とするものや強い願いを充

すことを目的にしています。 

2. 価値 

 協同組合は、自助、自己責任、民主主義、平等、公正、連帯という価値観に基づいていま

す。組合員は、創始者達の伝統を受け継いで、正直、公開、社会的責任、他者への配慮とい

う倫理的な価値を信条としています。 

3. 原則 

〈第1原則〉自主的で開かれた組合員制 

〈第2原則〉組合員による民主的な管理 

〈第3原則〉組合財政への参加 

〈第4原則〉自主・自立 

〈第5原則〉教育・研修、広報 

〈第6原則〉協同組合間の協同 

〈第7原則〉地域社会への係わり  



 

第 25回 ＪＡ福井県大会 

次 第

１． 開 会

閉 会

 

２． 黙 祷 

３． ＪＡ綱領唱和 

４． 主催者挨拶 

５． 大会記念表彰 

６． 来賓祝辞 

７． 議長選出 

８． 議 事 『県下 1ＪＡ合併基本構想』 

（1） 提案理由 

（2） 実践発表 

（3） 意見表明 

（4） 大会決議 

９． 閉会挨拶 

10. 記念講演 

「真の地方創生と農業への期待」早稲田大学公共経営大学院 

教授 片山
かたやま

 善
よし

博
ひろ

 氏 
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大会決議 

「県下 1ＪＡ合併」に関する決議（案） 

農業･ＪＡを取り巻く環境の変化は、依然目まぐるしく、多くの課題を抱えており、

また、その影響が顕著なものとなってきている。 

近年のマイナス金利政策の影響と各事業取扱高の落ち込み等により、事業総利益の減

少が懸念される。更に、大規模農業関連施設の老朽化や平成 31 年から監査法人による

会計監査に移行することで監査報酬の支払いが発生する等、事業管理費の削減が限界に

近い中で、事業赤字の発生が危惧される。 

このような情勢のもと、農協改革集中推進期間を目前に控え、更なる自己改革に向け

鋭意取り組みを進めてきた。担い手の育成と生産･販売力の強化を図り、農業者の所得

増大や農業生産の拡大を実現し、更には協同組合としての総合事業メリットを最大限発

揮するためには、県域での新たな組織の再編と事業の再構築が必要である。 

福井県ＪＡグループは、福井県ＪＡ合併促進協議会を中心に「県下 1ＪＡ合併」実現

に向けた組織協議を積極的に進めてきており、『県下 1ＪＡ合併基本構想』は自己改革

の羅針盤である。 

今後、我々は、『県下 1ＪＡ合併基本構想』をもとに準備を進め、「県下１ＪＡ合併」

完遂と連合会の包括承継により、改革を加速化することを県下ＪＡ組合員の総意のもと

に確認し、実践するものである。 

 

１．ＪＡ自己改革の断行と併せ、2020 年 4 月の「県下 1ＪＡ合併」

を実現する。 

２．『県下 1ＪＡ合併基本構想』に基づき、組合員･役職員の意識改

革を実践する。  

３．県下 12ＪＡと中央会･各連合会は、県下 1ＪＡ合併に向け、健

全経営に邁進する。 

以上、決議する。 

平成３０年１１月２７日 

第２５回ＪＡ福井県大会 
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福 井 県 農 業 協 同 組 合 大 会 要 綱

 

（目 的） 

 第１条 この大会は、組合意識を昂揚して県下農業協同組合共通の意志を決定し、これを

内外に表明するとともに、自らも実現することを目的とする。 

（主 催） 

 第２条 大会は、中央会、信連、経済連、厚生連ならびに共済連福井が主催する。 

     大会長は五連共通会長がこれにあたる。 

（期 日） 

 第３条 大会は、原則として３年毎に開催するものとし、会期は別途定める。 

（議 案） 

 第４条 大会の議案は、大会議案審議委員会が審議したものを提出する。 

     ただし、緊急動議は大会前日までに、大会議案審議委員会に提出するものとする。 

（大会委員会） 

 第５条 大会の運営ならびに大会の議案を審議するため、大会運営委員会および大会議案

審議委員会を設ける。 

     これらの委員は、中央会の会長・副会長・理事・監事ならびに各連合会の経営管

理委員・理事長・専務理事（全共連は本部長）・常務理事・監事が兼任するものとす

る。 

（議 長） 

 第６条 大会の議長は、大会において選任する。 

（議事の運営） 

 第７条 議案について意見を述べようとするものは議長の許可を求め、農業協同組合名、

氏名をつげて発言するものとする。 

     意見発表者多数の場合は、議長はその人数、時間を制限することができる。 

     修正動議、または緊急動議の提出を受けた場合は大会運営委員会ならびに大会議

案審議委員会にはかって、これが採否を決定するものとする。 

（幹 事） 

 第８条 大会の事務を処理するため幹事をおく。幹事は大会長が委嘱する。 

（その他） 

 第９条 この要綱に定めることのほか、必要な事項については、大会運営委員長がこれを

定める。 

 

      付     則 

   この要綱は昭和45年11月17日から実施する。 

昭和57年8月20日 一部改正 

昭和63年8月18日 一部改正 

平成12年9月26日 一部改正 

平成15年9月30日 一部改正
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第 25 回ＪＡ福井県大会 運営委員･議案審議委員名列 

大会長 田 波 俊 明 五連会長 

 委 員  宮 田 幸 一 中央会副会長・信連経営管理委員会副会長 

 委 員  牧 野 正 男 
経済連経営管理委員会副会長・厚生連経営管理委員会副会長 

全共連福井県本部運営委員会副会長  

 委 員  寺 井 敏 高 組織改革担当理事 

 委 員  冨 田 勇 一 中央会・各連合会代表監事 

 委 員  林   信 一 中央会理事・各連合会経営管理委員 

 委 員  樋 村 昌 宏 中央会理事・各連合会経営管理委員 

 委 員  冨 田   隆 中央会理事・各連合会経営管理委員 

 委 員  渡 辺 源 治 中央会理事・各連合会経営管理委員 

 委 員  松 田 典 子 中央会理事・各連合会経営管理委員 

 委 員  松 田 三 代 中央会理事・各連合会経営管理委員 

 委 員  平 井   勉 中央会・各連合会監事 

 委 員  永 井   侯 中央会専務理事 

 委 員  五十川 克 美 信連代表理事理事長 

 委 員  香 川 哲 夫 経済連代表理事理事長 

 委 員  城 戸 慶 一 厚生連代表理事理事長 

 委 員  加 藤 喜 孝 全共連福井県本部本部長 

 委 員  中 村 甚 吉 信連代表理事専務理事 

 委 員  堺 井 英 輝 経済連代表理事専務理事 

 委 員  伊 藤 十 衛 信連常務理事 

 委 員  塚 﨑 宏 行 経済連常務理事 

 委 員  森 下 耕 一 経済連常勤監事・中央会・厚生連監事 

 委 員  鈴 木 博 巳 信連常勤監事 

 委 員  田 中 信 彦 信連員外監事 
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第 25 回ＪＡ福井県大会記念講演 

【テーマ】 

「真の地方創生と農業への期待」

 

早稲田大学公共経営大学院 

教授 片山善博
かたやまよしひろ

 氏 

〇講師プロフィール 

1951 年岡山市生まれ。74年東京大学法学部卒業、自治省に入省。能代税務署長、自治大臣秘書

官、自治省国際交流企画官、鳥取県総務部長、自治省固定資産税課長などを経て、99 年鳥取県

知事（2 期）。07 年 4 月慶應義塾大学教授。10 年 9 月から 11 年 9 月まで総務大臣。同月慶應義

塾大学に復職。現在、早稲田大学公共経営大学院教授。併せて、鳥取大学客員教授、日本郵船株

式会社社外取締役、「デジタル文化財創出機構」理事、「日本司法支援センター（法テラス）」顧

問、「角川文化振興財団・城山三郎賞」選考委員、「活字文化推進会議」委員などを務める。 

「時事放談」（ＴＢＳ）、「新報道２００１」（フジテレビ)、「ウェークアップ！ぷらす」(読売

テレビ）などのテレビ出演のほか、主な著書に、『地方自治と図書館』(共著)(勁草書房 2016

年)、『民主主義を立て直す 日本を診る2』（岩波書店 2015年）、『片山善博の自治体自立塾』（日

本経済新聞社 2015 年）『日本を診る』（岩波書店 2010 年）『「自治」をつくる』(共著)（藤原書

店 2009 年） などがある。 
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＜memo＞




